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35202 

 

山口県 

宇部市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

市町村名 
適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 
投下固定資本額 従業員（人以上） 

宇部市 ① 製造の事業、農林水産物等販売業、

旅館業 

② 家屋、償却資産、土地の取得価格 

           2,700万円以上 

  ※旧楠町地域適用 

― 
課税免除 

（過疎法） 
固定資産税 ３年度間 

地域再生法の認定を受けた地域再生計画

に規定する地方活力向上地域内におい

て、令和 4年 3月 31 日までの間に、特定

業務施設整備計画の認定を受けた事業者

で、認定を受けた日からその翌日以降 2

年を経過するまでの間に特別償却設備を

新設、又は増設した場合 

 

※特別償却設備…特定業務施設の用に供

する減価償却資産で取得価額の合計が

3,800 万円（中小企業 1,900 万円）以上

のもの 

 

新規雇用 ５ 

（中小企業 ２） 

不均一課税 

(地域再生法) 

【移転型】 

初年度 0/100 
２年度 0.35/100 

３年度  0.7/100 

【拡充型】 
初年度 0.14/100 
２年度 0.35/100 

３年度  0.7/100 

 

固定資産税

の一定割合 
３年度間 
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〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

市町村名 条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

宇部市 宇部市事業

所設置奨励

条例 

H17.7 

（ R2.4 改

正） 

○宇部新都市（テクノセンター用地に

限る） 

1.対象業種 

①製造業 

②情報通信業 

③郵便業 

④物品賃貸業 

⑤学術研究、専門・技術サービス業 

⑥生活関連サービス業 

⑦教育、学術支援業 

⑧医療、福祉 

⑨サービス業（他に分類されないもの） 

2.対象者 

①宇部市に事業所を有しない者が当地

域に事業所を新設する場合（新設） 

②宇部市に事業所を有する者が、当該

事業所の事業活動を継続し、かつ当地

域に事業所を新設する場合（増設） 

③本市に事業所を有する者が事業拡大

のため、既存の事業所の全部を閉鎖し

て当地域に事業所を新設する場合（移

転） 

3.投下固定資産総額 ３億円以上 

（中小企業 5,000 万円以上） 

設置奨励金 

○事業者が事業所の操業を開始した

日以後、最初に固定資産税が賦課され

る当該事業所の固定資産税について、

その基準年度から３年度間における

各年度の固定資産税相当額（土地、家

屋、償却資産の計）を交付 

○上限なし 

雇用奨励金 

○市内の住民を常時使用する従業員

として新規雇用した場合 

正社員：50 万円/人 

非正社員：20 万円/人 

○上限 500 人（中小企業 200 人） 

用地取得奨励金 

○３年以内に事業所を設置し及び操

業開始し、かつ土地代を完納した場合

に、取得金額に 80％(県・市合わせて)

を乗じた額を交付 

従業員住宅新設奨励金 

○操業開始日前１年から開始日後３

年までの間に、市内の一団の土地に６

戸以上従業員住宅を新設した場合、そ

の住宅に係る固定資産税相当額を３

年度間交付 

○上限なし 

○宇部臨空頭脳パーク 

1.対象業種 

①製造業 

②電気・ガス・熱供給・水道業 

③情報通信業 

④郵便業 

⑤物品賃貸業 

⑥学術研究、専門・技術サービス業 

設置奨励金 

○事業者が事業所の操業を開始した

日以後、最初に固定資産税が賦課され

る当該事業所の固定資産税について、

その基準年度から３年度間における

各年度の固定資産税相当額（土地、家

屋、償却資産の計）を交付 

○上限なし 
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⑦生活関連サービス業 

⑧教育、学習支援業 

⑨医療、福祉 

⑩サービス業（他に分類されないもの） 

2.対象者 

①宇部市に事業所を有しない者が当地

域に事業所を新設する場合（新設） 

②宇部市に事業所を有する者が、当該

事業所の事業活動を継続し、かつ当地

域に事業所を新設する場合（増設） 

③本市に事業所を有する者が事業拡大

のため、既存の事業所の全部を閉鎖し

て当地域に事業所を新設する場合（移

転） 

3.投下固定資産総額 ３億円以上 

（中小企業 5,000 万円以上） 

 

雇用奨励金 

○市内の住民を常時使用する従業員

として新規雇用した場合 

正社員：50 万円/人 

非正社員：20 万円/人 

○上限 500 人（中小企業 200 人） 

用地取得奨励金 

○３年以内に事業所を設置し及び操

業開始し、かつ土地代を完納した場合

に、取得金額に１０％を乗じた額を交

付 

従業員住宅新設奨励金 

○操業開始日前１年から開始日後３

年までの間に、市内の一団の土地に６

戸以上従業員住宅を新設した場合、そ

の住宅に係る固定資産税相当額を３

年度間交付 

○上限なし 

○準工業地域（宇部臨空頭脳パーク及

び宇部新都市（テクノセンター用地に

限る）を除く）、工業地域（宇部テクノ

パーク、山口テクノパーク、神元工業

団地及び第二神元団地を除く）および

工業専用地域 

1.対象業種 

①製造業 

②電気・ガス・熱供給・水道業 

③情報通信業 

④運輸業、郵便業 

⑤物品賃貸業 

⑥学術研究、専門・技術サービス業 

⑦生活関連サービス業 

⑧教育、学習支援業 

⑨医療、福祉 

設置奨励金 

○事業者が事業所の操業を開始した

日以後、最初に固定資産税が賦課され

る当該事業所の固定資産税について、

その基準年度から３年度間における

各年度の固定資産税相当額（土地、家

屋、償却資産の計）を交付 

○上限なし 



 4 

⑩サービス業（他に分類されないもの） 

2.対象者 

①宇部市に事業所を有しない者が当地

域に事業所を新設する場合（新設） 

 

②宇部市に事業所を有する者が、当該

事業所の事業活動を継続し、かつ当地

域に事業所を新設する場合（増設） 

③本市に事業所を有する者が事業拡大

のため、既存の事業所の全部を閉鎖し

て当地域に事業所を新設する場合（移

転） 

3.投下固定資産総額 ３億円以上 

（中小企業 5,000 万円以上） 

 

雇用奨励金 

○市内の住民を常時使用する従業員

として新規雇用した場合 

正社員：50 万円/人 

非正社員：20 万円/人 

○上限 500 人（中小企業 200 人） 

宇部市事業

所設置資金

融資要綱 

 

 

 

H17.7 

（H19.4 改

正） 

 

1.対象地域 

①宇部臨空頭脳パーク 

②宇部新都市 

③準工業地域（宇部臨空頭脳パーク及

び宇部新都市（テクノセンター用地に

限る）を除く）、工業地域（宇部テクノ

パーク、山口テクノパーク、神元工業

団地及び第二神元団地を除く）および

工業専用地域 

2.対象者 

①宇部市に事業所を有しない者が対象

地域に事業所を新設する場合（新設） 

②宇部市に事業所を有する者が、当該

事業所の事業活動を継続し、かつ対象

地域に事業所を新設する場合（増設） 

③本市に事業所を有する者が事業拡大

のため、既存の事業所の全部を閉鎖し

て対象地域に事業所を新設する場合

（移転） 

3.市税の滞納がない者及び銀行取引停

止処分を受けていない者 

事業所設置資金融資 

○事業所の設置に必要な費用のうち、

土地、建物及び償却資産の取得に要す

る費用 

※土地取得費については、当該土地の

取得後１年以内に事業所の設置に着

手すること 

事業所設置資金融資 

①融資限度額 １億円 

②融資利率 年 1.9％ 

③融資期間 12 年 

（うち据置期間２年） 

④償還方法 原則、月賦償還 

⑤担保及び保証人 

 取扱金融機関所定の方法 

⑥取扱金融機関 

 山口銀行、西京銀行、西中国信用金

庫、商工組合中央金庫 
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 宇部市ＩＣ
Ｔ企業立地
促進補助金
交付要綱 

 

H29.5 

（ R2.4 改

正） 

1.対象地域 

 全市域 

2.対象業種 

①ソフトウェア業 

②情報処理・ 提供サービス業 
③インターネット付随サービス業 
④その他市長が特に適当と認める業種 
 
３.対象者  
以下の要件を全て満たす者 

①市外事業者が、ＩＣＴ（情報通信技

術）を駆使してシステム開発やシステ

ムの運用管理等を行う事業所を市内に

開設する場合（新設） 

②法人等としてすでに1年以上の事業

活動実績があること  
③事業所の従業員のうち、ＩＣＴ技術
者を2名以上配置すること（うち、1名
以上は本市に住所を有する者を開設日
前後90日以内に新規に常時雇用するこ
と） 
④国・県その他の公的機関又は本市か
ら他の同種の補助金等の交付を受ける
事業でないこと 
⑤風営法第2条に定める業種、公序良俗
に反する事業、宗教的施設として活用
する事業でないこと 
⑥市税の滞納がないこと 

 

○補助率及び補助金額 

 雇用保険の被保険者資格のあるＩ

ＣＴ技術者を新規に雇用した場合、補

助対象経費の合計額の2/3以内で1人

当たり限度額25万円を補助 

 

○対象経費 

 新規雇用したＩＣＴ技術者に対す

る研修費用に要した額を補助 

（研修期間中の人件費、外部講師の謝

金・旅費、外部研修受講料、研修委託

料、会場等使用料など） 

宇部市情報
・通信産業等
立地促進補
助金交付要
綱 

H19.4 
（H30.1 0
改正） 

1.対象地域 

 全市域 

2.対象業種 

①ソフトウェア業 
②情報処理サービス業 
③情報提供サービス業 
④インターネット付随サービス業 
⑤コールセンター業 
⑥広告代理業 
⑦デザイン業 
⑧自然科学研究所 
⑨デジタルコンテンツ業 
⑩事務処理サービス事業 
 
3.対象者  
①宇部市に事業所を有しない者が、新
たに市内に事務所を設置する場合（新
設） 
②法人等としてすでに3年以上の事業
活動実績があること  
③市内の住民を5人以上常時使用する
従業員として新規雇用した場合 
④市税等の滞納がないこと 

⑤事業所の開設において本市の他の条

例、規則及び要綱等による補助金等を

受けていないこと 

○通信回線使用料及び賃借料に係る

経費 

通信回線使用料及び賃借料の1/2以

内（上限2,000万円） 
 

○新規雇用従業員に要する経費 
市内の住民を常時使用する従業員

として新規雇用し１年以上継続雇用
した場合、30万円/人（上限3,000万
円） 
 
※補助対象期間：操業開始後３年間 
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 宇部市まち
なかオフィ
ス立地促進
補助金交付
要綱 

 

Ｒ2.5 １.対象地域 
中心市街地（重点地区は加算あり） 

 
２.対象業種 
全業種 

 
３.対象者  
①法人の所在地が市外にあること 
②本市にオフィスを有していないこと 
③法人として既に１年以上の事業の活
動実績があること 
④中心市街地にある物件を賃借してオ
フィスを開設すること 
⑤オフィスの常用従業員のうち、1名は
本市に住所がある者を開設日前後90日
以内に新規雇用すること 
⑥風営法第2条に定める業種又は倉庫、
工場若しくは物販のみとしての活用、
不特定多数の個人を相手に主にオフィ
スでサービスを提供する事業、公序良
俗に反する事業若しくは宗教的施設と
して活用する事業でないこと。 
⑦宇部市暴力団排除条例第2条第1号に
規定する暴力団及び同条第2号に規定
する暴力団員並びに暴力団と密接な関
係を有する者でないこと 
⑧市税の滞納がないこと 

○家賃支援補助金 

 オフィスの賃借に要した月額経費

×1/2（ＩＣＴ企業は、2/3）×対象月

数 

 ・上限月額10万円、重点地区は上限

月額20万円 

 ・対象期間3年間、重点地区にＩＣ

Ｔ企業が立地する場合は5年間 

 

○通信回線使用料補助金 

オフィスの通信回線の使用に要し

た経費×2/3×対象月数 

※ＩＣＴ企業が立地する場合のみ 

 ・上限月額5万円 

 ・対象期間3年間、重点地区にＩＣ

Ｔ企業が立地する場合は5年間 

  

○雇用奨励補助金 

 オフィスの開設日前後90日以内に

本市に住所を有する者又は本市に住

所を移した既従業員を1年以上継続雇

用した場合、1人につき20万円を交付 

 ・上限額100万円、重点地区は上限

額200万円 

  

○施設整備補助金 

 オフィスの開設に必要な改修工事

や償却資産の取得等に要した経費× 

1/2 

 ・上限額オフィス賃借床面積1㎡あ

たり5万円かつ最大125万円、重点

地区は最大250万円 

 ・ＩＣＴ企業は上限額オフィス賃借

床面積1㎡あたり5万円かつ最大2

50万円、重点地区にＩＣＴ企業が

立地する場合は最大500万円 

 

○出張旅費補助金 

 オフィスの開設後一年以内に行っ

た本市への出張に要した出発地から

本市までの交通費のうち、公共交通機

関を利用した実費額 

・上限額1人当たり3万円  

※1回の出張につき2人までが助成

対象、出張は最大4回まで） 
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宇部市サテ
ライトオフ
ィス等視察
費用助成金
交付要綱 

Ｈ30.4 
（R1.10改
正） 

１.対象地域 
中心市街地及び産業団地（宇部新都

市（テクノセンター用地の区域内に限
る。）、宇部臨空頭脳パーク） 
 
２.対象業種 
①製造業 
②情報通信業 
③学術研究業 
④専門・技術サービス業 
⑤サービス業 
（他に分類されないもの） 
 
３.対象者  
①法人として1年以上の事業活動実績
があること 
②国・県その他の公的機関又は本市か
ら他の同種の補助金等の交付を受ける
事業でないこと 
③風営法第2条に定める業種、公序良俗
に反する事業、宗教的施設として活用
する事業でないこと 

○対象経費 

出発地（国内に限る。）から本市ま

での交通費のうち、公共交通機関（タ

クシーを除く。）を利用した際の費用。 

 

○助成金額 

 限度額１人当たり３万円（１回の視

察につき３人までが助成対象） 

 

 

 


